
 

（第２号様式）   
令和８年３月31日  

神奈川県教育委員会教育長 殿 
県立相模原支援学校長  

令和７年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 

 
視

点 

４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（2月24日実施） 

総合評価（3月11日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 

教
育
課
程 

学
習
指
導 

児童・生徒の
「生きる力」を
育むために、資
質・能力の三つ
の柱に基づく
12 年間を見通
した系統的、発
展的な指導内容
を具体的に組
織、配列し、特
色ある教育活動
を展開する。 

①基礎的基本的な
学習を充実させる
とともに、より発
展的な学習へとつ
ながる場面や環境
設定を図る。 
 
 
 
②個別教育計画作
成に係る話し合い
のプロセスを重視
し、具体的、客観
的に目標や支援の
方法等を検討す
る。 

①各学部がシラバス等を活
用し、児童・生徒が各教科
等で身に付けた力を地域の
方との関わりの中で発揮で
きる場面を検討する。 
 
 
 
 
②有識者の視点を加えなが
ら、児童生徒の人や物との
かかわりをより具体的・客
観的にチームで共有するた
めの読み合わせを行う。 

①各教科等で身に付けた力
を社会や日常の場面で発揮
できるよう、校外学習等の
指導・支援に保護者や地域
と協働で取り組むことがで
きたか。 
 
 
 
②チームによる話し合いの
プロセスの中で、学習上、
生活上の支援の工夫や、興
味・関心を引き出す教材研
究につなげられたか。 
 

① 各学部において年間指導計画

やシラバスの見直しを進め、校外

行事マニュアルの作成や実践報告

の共有を通して、教育課程を意識

した授業改善を進めた。大学や地

域と連携した活動を通して、児童

生徒が学びを社会の場面で発揮す

る機会を設けることができた。 

② 個別教育計画の作成・見直し

において、担任、進路、相談担当

等が連携し、ケース会議や読み合

わせを通して支援内容を検討し

た。高等部では本人参加型面談も

始めた。教職員アンケートでは、

「個別教育計画を活用した授業づ

くりができている」R7（84％） 

① 学部間での実践

共有や、校外学

習・地域活動の系

統的整理が課題で

ある。教育課程の

中で校外学習等を

位置付けていく。 

 

② 個別教育計画を

授業改善や指導に

生かすことが課題

である。今後は読

み合わせや振り返

りを継続し、計画

と実践をつなげて

いく。 

① 保護者アンケートの肯定的回答

は R6（94％）→R7（98％）。学校

運営協議会では、地域と関わる学習

活動は評価された一方、学びのねら

いや成果の発信をさらに充実させる

必要があるとの意見があった。 

 

 

② 保護者アンケートでは、「個別

教育計画を活用した授業づくりがさ

れていましたか」R6（94％）→R7

（99％）。学校運営協議会では、支

援内容や児童生徒の変容を保護者に

分かりやすく共有する必要があると

の意見があった。 

①教育課程を意識した授業改善
を進めることができた。大学や
地域との交流を通して、生徒が
身に付けた力を社会や日常の場
面で発揮する機会も広がった。
学部ごとの取組を学校全体の系
統性として整理し、学びのねら
いや成果を発信していくことが
課題である。 
② ケース会議や読み合わせを
通して、チームで連携し、児
童・生徒の実態に応じた支援の
工夫を進めることができた。本
人中心の支援への意識も高まっ
た。計画を授業改善や教材研究
に結び付けることが課題として
残った。 

① 各学部の実践を 12
年間の系統性という視
点で整理し、校外学習
や地域との協働活動を
教育課程に位置付けて
いく。教育活動のねら
いや成果を保護者や地
域に分かりやすく発信
する。 
② 個別教育計画を日々
の授業づくりや教材研
究に生かすことをより
重視する。ケース会議
や読み合わせを継続
し、本人の思いや願い
を踏まえた作成と授業
改善を一体的に進め
る。 

２ 

児
童
・
生
徒
指
導
・
支
援 

児童・生徒が自
己を肯定的に受
け止め「互いを
尊重する心」を
育むために、児
童・生徒が抱え
る課題や困難を
チームで確実に
把握し、必要な
支援の充実や授
業改善の推進を
図る。 

①本人・保護者が
社会との関わりを
持ち続ける支援の
充実を図る。 
 
 
 
 
 
 
②児童・生徒自身
が「考える力」
「学ぶ力」を身に
付けるための教材
研究を推進する。 

①関係機関（SSW 等）との
連携を図り、児童・生徒の
家庭環境や愛着形成などの
実態を踏まえたチームによ
る支援を講じる。 
 
 
 
 
 
②ＩＣＴ機器を活用し、集
団の中で個に対応を合わせ
る等、コミュニケーション
や情報活用能力を実生活や
授業場面に生かす授業改善
をすすめる。 

①本人・保護者を社会とつ
なぐために必要な関係機関
との役割や支援の方法を整
理できたか。 
 
 
 
 
 
 
②児童・生徒が各教科等の
中で、コミュニケーション
や情報活用能力を生かし、
仲間とのかかわりの中で、
学ぶ姿が見られたか。 

① 支援連携グループを中心に、

SSW 等と連携しながら家庭環境や

生活状況を把握し、必要な支援に

つなげた。分教室では「室長と話

す会」を継続し、課題の把握や未

然防止に取り組んだ。教職員アン

ケートの肯定的回答はR6（90％）

→R7（94％）。 

② 一人一台端末の活用について

校内研修や実践共有を行い、電子

黒板や iPad を用いた授業改善を

進めた。児童生徒の発信力や学習

参加の向上につながる実践が見ら

れた。教職員アンケートの肯定的

回答はR6（72％）→R7（77％）。 

① 外部機関との連

携を学校全体で共

有していくことが

課題である。今後

は活用事例を校内

に発信し、支援体

制の充実を図る。 

 

 

② 端末活用の頻度

や内容には差が見

られる。今後は教

科や障害特性に応

じた活用事例を共

有し、授業実践と

振り返りを継続し

ていく。 

① 保護者アンケートの肯定的回答

は R6（94％）→R7（98％）。関係

機関アンケートでは、「関係機関か

らの相談等に丁寧に対応している」

R7（85.7％）。学校運営協議会で

も、関係機関との連携を継続してい

く必要があるとの意見があった。 

 

 

② 保護者アンケートでは、「自分

専用端末を効果的に活用した授業が

行われている」R6（67％）→R7

（76％）。学校運営協議会では、

ICT 活用がどのように学びにつなが

っているかを具体的に発信する必要

があるとの意見があった。 

①関係機関と連携しながら、家

庭環境や生活状況に応じた支援

を進めることができた。分教室

でも相談の機会を設け、生徒理

解や未然防止につなげた。一方

で、関係機関との連携を学校全

体で共有していくことが課題で

ある。 

 

② 一人一台端末の活用や校内

研修、実践共有を通して、ICT

を活用した授業改善を進めるこ

とができた。児童・生徒の発信

や学習参加の広がりにつながる

実践も見られた。一方で、教員

間の実践差や、成果の保護者へ

の伝わりにくさが課題である。 

① 関係機関との連携の

流れや役割分担を整理

し、学校全体で共有す

る。支援連携グループ

を中心に、社会とつな

ぐ支援体制を一層充実

させる。 

 

 

② ICT活用を教科等の

学びにどう結び付けた

かを明確にし、活用事

例の共有と授業改善を

進める。保護者にも、

活用の意義と成果を具

体的に伝えていく。 

３ 

進
路
指
導
・
支
援 

地域の中で豊か
に暮らし、働く
ことにつながる
教育活動を展開
するために、地
域の関係機関と
の連携・協働の
充実を図る。 

①学びを地域での
生活に生かそうと
する児童・生徒の
姿につなげる。 
 
 
 
②職業選択支援の
サービス開始を見
据え、進路先・見
学先の充実を図
る。 

①高等部卒業後につながる
通学支援など、各学部が通
学支援班や地域連携班と連
携し、身に付けた力の活用
を図る場面を設定する。 
 
 
②座談会等で保護者や事業
所の方の声を拾い上げ、担
任と共有する。事業所協会
等との連携を図る。 

①児童・生徒の発達の理解
や得意を伸ばす支援の手立
て等を地域の方々と共有
し、通学支援等を行えた
か。 
 
 
②関係機関との連携を図
り、進路先・見学先の充実
を図る等、自己選択・決定
のための支援を充実させた
か。 

① 通学支援班や地域連携班と連

携し、雨天時歩行や新規バスコー

ス設定など、安全と社会参加の両

面を意識した通学支援を進めた。

教職員アンケートでは、肯定的回

答はR6（89％）→R7（95％）。 

 

② 説明会や座談会で得た保護者

や事業所の声を学部会・学年会で

共有し、進路支援の充実を図っ

た。見学先については集団見学か

ら個別見学への移行を検討した。

教職員アンケートでは、肯定的回

答はR6（88％）→R7（95％）。 

① 通学支援の取組

を学校全体で共有

し、地域で生活す

る力を育む教育活

動として位置付け

ていくことが課

題。 

② 小・中・高等部

から卒業後までを

見通した「つなが

る支援」の整理が

課題である。今後

は個別見学の進め

方や保護者周知の

流れを整える。 

① 保護者アンケートでは、肯定的

回答が R6（94％）→R7（95％）。

学校運営協議会では、通学支援を自

立や社会参加の視点で整理すること

が重要との意見があった。 

 

 

② 保護者アンケートでは、肯定的

回答が R6（97％）→R7（97％）。

学校運営協議会では、卒業後の生活

や進路先の実際について、早い段階

から共有することが望ましいとの意

見があった。 

① 通学支援班や地域連携班と

連携し、雨天時歩行や新規バス

コースの設定など、通学支援に

関する取組を進めることができ

た。一方で、取組の学校全体で

の共有と、地域や保護者との連

携には課題がある。 

② 説明会や座談会等を通し

て、保護者や事業所の意見を共

有し、進路支援の充実を図るこ

とができた。見学先についても

個別見学への移行を進める方向

性を整理した。一方で、小・

中・高等部から卒業後までを見

通した支援として整理していく

ことが課題である。 

①通学支援を学校全体

で共有する。地域や保

護者と連携しながら、

安全と社会参加の両立

を目指した支援を進め

る。 

 

② 令和8年度は、進路

支援を卒業後まで見通

した連続性のある取組

として整理し、保護者

や関係機関と共有す

る。自己選択・自己決

定を支える支援の充実

を図る。 



 

 
視

点 

４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（2月24日実施） 

総合評価（3月11日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

４ 

地
域
等
と
の
協
働 

関係機関が積極
的に学校運営に
参画し、創造的
な教育活動を展
開するととも
に、児童・生徒
が地域の小・中
学校等で安心し
て学べる教育環
境を構築する。 

①地域や企業の
方々とともに児
童・生徒を育てて
いる、という思い
を持てる教育活動
を実践する。 
 
 
 
 

 
 

②全教職員が、セ
ンター的機能に携
わる共通認識を持
ち、地域の学校の
特別支援教育に係
る校内支援体制の
充実を図る。 

①児童・生徒が役に立ち、
必要とされたときの喜びや
自信につながる姿を地域の
方々と共有し、ともに教育
活動を企画する。 
 
 
 
 
 
 
 
②改定した教育相談活用ガ
イド等を用いて、児童・生
徒の実態把握や見立てる視
点を共有する。 
地域の学校の校内支援体制
構築について、市町教育委
員会とともに検討を進め
る。 

①児童・生徒を知ってもら
う活動や協働する場面を整
理し、地域や企業の方々と
一緒に活動を創造する取組
につなげられたか。 
 

 
 
 
 
 
 
②実態把握や見立てる視点を
児童・生徒が地域で学ぶ際
に生かすことができたか。 
地域の学校や市町教育委員
会の意見を反映して、校内
支援体制の構築に取り組め
たか。 

① 花いっぱいプロジェクト、50

周年コンサート、公民館連携、夢

の丘小学校での清掃、大学交流等

を通して、児童生徒が主体的に地

域と関わる機会を設けた。教職員

アンケートでは、「地域資源（地

域の方や関係機関、居住地交流な

ど）の積極的な活用を図ることが

できている」R6（74％）→R7

（81％）。 

 

② 巡回相談や事例検討、居住地

交流、橋本高校との交流等を通し

て、センター的機能としての連携

を進めた。教職員アンケートで

は、「障がいのある子どもへの支

援の専門性を生かして、地域の学

校などの支援に貢献している」R6

（67％）→R7（73％）。 

① 地域連携の取組

を継続的な教育活

動として整理し、

学校全体で共有し

ていくことが課題

である。今後は地

域連携班を中心に

情報発信を進め

る。 

 

 

② センター的機能

について校内外で

の共通理解をさら

に深める必要があ

る。今後は相談シ

ートの活用や市町

教育委員会との連

携を進める。 

① 保護者アンケートでは、「地域

資源（地域の方や関係機関、居住地

交流など）の積極的な活用を図るこ

とができている」R6（83％）→R7

（86％）。学校運営協議会では、地

域と学校が一緒に子どもを育てる取

組としてさらに広げていくことが期

待されている。関係機関アンケート

では、「地域の関係機関との連携を

図っており、地域支援に貢献してい

る」R7（85.7％）。 

② 保護者アンケートでは、「障が

いのある子どもへの支援の専門性を

生かして、地域の学校などの支援に

貢献している」R6（81％）→R7

（82％）。学校運営協議会では、セ

ンター的機能は地域で学び暮らすた

めの基盤づくりであるとの意見が示

された。関係機関アンケートでも、

地域支援への肯定的評価が見られ

た。 

① 花いっぱいプロジェクト、

コンサート、公民館連携、清掃

活動、大学交流等を通して、児

童・生徒が主体的に地域と関わ

る機会を広げることができた。

一方で、地域が学校の取組を十

分に把握できていない面もあ

り、継続的な取組としての整理

と発信、ねらいと位置づけの明

確化が課題である。 

 

② 巡回相談や事例検討、居住

地交流、橋本高校との交流等を

通して、センター的機能として

の連携を進めることができた。

教職員アンケートでは、意識の

高まりが見られた。一方で、セ

ンター的機能の役割や意義を校

内外で十分共有できているとは

言えず、支援体制の周知と整理

が課題である。 

① 地域連携の取組を教

育活動の中で継続的に

位置付け、地域や保護

者への発信を強化す

る。企業・大学・地域

団体との協働を通し

て、地域の中で役割を

持つ活動の充実を図る

とともにねらいと位置

づけを明確にする。 

 

② センター的機能を地

域で学び暮らすための

基盤づくりという視点

で整理し、地域へ発信

するとともに、巡回相

談や相談シートの活用

や市町教育委員会との

連携を進める。 

５ 

学
校
管
理 

学
校
運
営 

児童・生徒が安
全に安心して学
べるよう、専門
性向上に向けた
人材育成を充実
させ、持続可能
な教育環境の構
築を図る。 

①「持続性」「共
有」をキーワード
に、チームでアセ
スメントや客観的
なデータの収集に
当たる。 

 
 
 
 
②児童・生徒の安
全や主体的な学び
につながる視点で
より実態に合った
学習環境の改善に
ついて検討する。 

 
 
 
 
 
 
③地域で支え育て
ていく協働の充実
を図る。 

①小中高等部を設置する強
みを生かし、授業やケース
会などで自由度のある話し
合いを進める。 
 
 
 

 
 
 
②教室配置プロジェクトを
中心に、児童・生徒の様子
や意見を取り入れながら、
生徒主体の活動につながる
学習環境の改善にあたる。 
 
 
 
 
 
 
 

③地域の防災イベントや訓
練等から、防災教育等に関
する地域の方々の考えを聞
き、協働の充実を図る。 

①教員同士が認め合い、支え
合い、互いの得意をのばすこ
とを大切に取り組むことがで
きたか。 
 
 
 
 
 
 
②児童・生徒主体の活動につ
ながる学習環境の改善を進
めることができたか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
③防災教育等の現状や課題を
地域の方々と共有し、地域
防災に関する意見を反映し
ながら協働の仕組みにつな
げることができたか。 

① 「学びあい」の取組を通して

他学年・他学部の授業に参加し、

授業改善や専門性向上につなげ

た。教職員アンケートでは、「年

次研修や教材研究等を活用し、教

職員が自ら学べる環境（研修形

態）を行うことができている」R6

（77％）→R7（81％）。 

 

② カームダウンスペースや多目

的室の整備を検討し、教材やマニ

ュアルの整理も進めた。教職員ア

ンケートでは、「教育課程改善で

生み出された時間を有効活用でき

たか。今後の課題を整理すること

ができている」R6（70％）→R7

（70％）、「校内の老朽化対応や

機能改善をすすめることができて

いる」R6（65％）→R7（50％）。 

 

③ 避難訓練や防災教育を実施

し、学校運営協議会委員や地域消

防署の助言を受けながら課題整理

を行った。麻溝地区防災イベント

への参加や、市との協議も進め

た。教職員アンケートでは、「地

域資源を活用して、安全な教育活

動が行われていると思いますか。

（防災教育、食育、通学支援

等）」R6（89％）→R7（87％）。 

① 学びあいを継続

するため、教員の

負担に配慮しなが

ら実施方法を工夫

する必要がある。 

 

 

 

 

② 学習環境の整備

は継続的に見直す

必要がある。施設

整備や教材環境の

改善を計画的に進

める。 

 

 

 

 

 

③ 防災備品、避難

後の応援体制、情

報伝達手段、福祉

避難所としての体

制整備が課題であ

る。今後は市との

連携を強化し、保

護者や地域を含め

た防災研修も検討

する。 

① 保護者アンケートでは、「子ど

もたちの人権が尊重され、安心して

任せられる学校になっている」R6

（97％）→R7（100％）、「先生た

ちが生き生きと子どもたちに接して

いる」R6（94％）→R7（96％）。学

校運営協議会でも教員の連携体制が

評価された。 

 

② 保護者アンケートでは、「校内

の老朽化対応や機能改善をすすめる

ことができている」R6（76％）→R7

（76％）。関係機関アンケートで

は、「校舎内外は安全に配慮し、整

備されている」R7（92.8％）。 

 

 

 

 

 

③ 保護者アンケートでは、「地域

資源を活用して、安全な教育活動が

行われていると思いますか。（防災

教育、食育、通学支援等）」R6

（93％）→R7（91％）。学校運営協

議会では訓練の丁寧さは評価された

が、福祉避難所としての備品整備や

自治体連携の強化が求められた。関

係機関アンケートでは、「学校は、

緊急時の対応や防災対策に意欲的に

取り組んでいる」R7（71.5％）。 

① 「学びあい」の取組を通し

て、他学年・他学部の授業に参

加し、授業改善や専門性向上に

つなげることができた。保護者

からも、教職員の姿勢に対して

高い評価が見られた。一方で、

取組を継続するには業務負担と

のバランスを図る必要や、学び

合う仕組み化が課題。 

② カームダウンスペースや多

目的室の整備、教材やマニュア

ルの整理等を進め、学習環境改

善に向けた取組を継続すること

ができた。一方で、教職員アン

ケートでは、改善の実感は十分

ではない。保護者にも同様の傾

向が見られ、学習環境整備は引

き続き課題である。 

 

 

③ 避難訓練や防災教育を継続

し、学校運営協議会委員や地域

消防署の助言を受けながら、課

題整理を進めることができた。

麻溝地区防災イベントへの参加

や相模原市との協議も、防災を

地域と共有する取組として有効

であった。福祉避難所としての

備品整備や自治体連携の強化が

繰り返し指摘されており、体制

整備の具体化が今後の大きな課

題である。 

① 「学びあい」の取組

を継続しつつ、教員の

負担軽減にも配慮した

方法を工夫する。学部

や学年を越えた実践共

有を継続し、学び合う

仕組みづくりを行い、

学校全体の専門性向上

を図る。 

② 児童・生徒主体の活

動につながる環境づく

りを優先的に進めると

ともに、施設設備や教

材環境の改善内容を保

護者とも共有する。 

 

 

 

 

 

③防災備品、情報伝達

手段、避難後の応援体

制等の課題を整理し、

優先順位を付けて改善

を進める。あわせて、

市や地域と連携し、福

祉避難所としての体制

整備と防災教育の充実

を図る。 

 


